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はじめに

　フランスの初等教育( l’enseignement primaire)は，

l’école maternellei（以下，保育学校）で行われる小

学校前教育（ l’enseignement préélémentaire）と，小

学校教育（ l’enseignement élémentaire）から構成さ

れている。

　2019年9月より6歳であった義務教育開始年齢が3歳

に引き下げられたが，保育学校が初等教育に統合され

法定化された1886年初等教育組織法より，無償・世

俗の公教育原則は貫かれてきておりi i，義務化され

る以前よりほぼ全ての3歳児は保育学校に就学してい

たため，制度的に大きな混乱は生じなかった。教育内

容を考えたとき，義務教育開始年齢の引き下げに対

し，2 0 1 5年保育学校教育プログラム（P r o g r a m m e

d’enseignement de l’école maternelle）策定にも関わっ

てきたA G E E M  ( l’Association Générale des Ensei-

gnants des Écoles et classes Maternelles publiques：

全国公立保育学校（級）教員協会，1921年設立)は，

幼児期に関わる他の諸団体とともに，義務化による幼

児の保育学校生活が小学校の先取り教育とならないよ

う懸念を表明してきたiii。

　2019年の義務教育化を後追いする形で，2015年保

育学校教育プログラムを基本にした2020年教育プロ

グラムが出されたが，その11か月後には2021年教育

プログラムが打ち出された。

　サルコジ政権（2007～2012）時代，教育予算の緊

縮によって圧迫された教育の立て直しを公約に政権を

奪取したオランド政権（2012～2017）は，初等教育

を重視し，幼児期の発達特性と保育学校の独自性を尊

重した教育課程の再編などの改革を行いiv，続くマク

ロン政権（2017～）はその枠組みを踏襲しながらも，

義務教育年齢の引き下げや保育学校教育プログラムの

改訂等を断行してきた。幼児教育に対する政権の理解

度によって，保育学校政策の方針に違いが見られるな

ど，フランスの幼児を取り巻く環境は政治的に，そし

て現代はCOVID-19によるパンデミックによって大き
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く影響されてきたといえる。

　

研究の目的と方法

　本研究は，フランスの保育学校教育プログラムの変

遷について，歴史的・社会的背景を踏まえながら，単

独教育課程に戻った2014年以降の保育学校教育プロ

グ ラ ム(Programme d’enseignement de l’école ma-

ternelle）である2015年プログラム，その後に出され

た2020年・2021年プログラムを取り上げ，その概要

を比較・分析し，その変遷と策定の背景にある幼児教

育の動向を明らかにしようとするものである。

　本稿では，国民教育省の資料（Bulletin off iciel)等

を中心に，保育学校とともに歩んできたAGEEM関連

の文献および，保育学校教育内容に関しての論考等の

文献を検討し，分析・考察を行う。政府方針を起点に，

保育学校に対する教員の姿勢や幼児期の発達を取り巻

く多様な視点について検討したい。

Ⅰ．保育学校教育プログラムをめぐる背景

　　－保育学校とAGEEM－

（1）保育学校

　保育学校は，1881年に義務教育ではないが 無償

かつ宗教から独立した2 ～ 6歳のための学校として法

定化された。その制度は，1882年教育課程を経て，

遊びを筆頭とする1887年教育課程へと引き継がれて

いったv。教会が運営していたsalles d’ asileと決別し，

「慈善的避難所」でも，読み書き中心の主知主義的教

育でもなく，保育学校においては，活動欲求を持つ幼

児期の発達段階に応じた遊びや，五感を働かせ感覚を

育む活動が重要視された。

　遊びは多様な身体活動を伴うものであり，感覚が刺

激され，調和のとれた全体的発達の土台となる身体的

発達は遊びによって可能となる，とする視学官ポー

リーン・ケルゴマール（Pauline Kergomard）viの幼児

教育観のもと，保育学校生活について遊びを中心に詳

しく規定した1908年保育学校プログラムが策定され

たvii。

　その後，1977年の国民教育省通達まで制度上の変化

（内容に関して）はほぼみられなかったviiiが，1975

年には都市部だけでなく地方でも義務教育前の子ども

に小学校併設の保育学級の門戸が開かれ，すべての 5

歳児が受け入れられることが保障された。これは就学

上の困難や障害を見つけ出し，不平等を補償するた

めとされた(Ministère de l’Éducation Nationale.：以

下MEN 1993)ix。そして， 保育学校の目的が明確に

示されたのは，1986年の保育学校指針(Orientations 

pour l’école maternelle)xである。

　その後，1989年の教育方針法（La loi d’orienta-

tion sur l’éducation du 10 juil let 1989：以下，ジョ

スパン法）xiで示され1990年の政令において規定され

た初等教育課程は，保育学校と小学校の接続をより

重視した課程編成となり(MEN 1991)xii，従来学校種

別に編成されていたものから抜本的な変更となった。

「 第 一 学 習 サ イ ク ル（Le cycle des apprentissages 

premiers：保育学校年少・年中クラス2年間）」，「基

礎学習サイクル（Le cycle des apprentissages fon-

damentaux：保育学校年長クラスと小学校1・2年生の3

年間）」，「深化した（発展）学習サイクル（Le cycle 

des approfondissements： 小 学 校3･4･5年 の3年 間 ）」

とされ，保育学校年長クラスは保育学校年少・年中ク

ラスと切り離され，小学校低学年の入り口として位置

づけられた。

　1980年代，国際経済競争力をつけるために，政府

は学校教育を強化して優秀な人材を養成していく必

要があると考え，第2期ミッテラン政権ロカール内閣

（1988～1991）においては，国民教育相を首相に次ぐ

第2位の国務大臣とする強力な教育改革推進体制を敷

いた。その任に就いたリオネル・ジョスパンは，就任

直後から改革に取り組み，「教育は国家第一の優先事

項である。」という言葉で始まる教育方針法（ジョス

パン法）を成立させた。ジョスパン法では，学力向上

の鍵を握る教員の待遇も抜本的に改善し，別課程で養

成されていた初等学校教員（保育学校・小学校）を中

等学校教員と同じ「大学付設教員養成機関」（Instituts 

univers ita ires de formation des maîtres:以下IUFM，

大学卒業後の教育機関）において一本化した教員養成

を行うこととした。初等教育教員になるためには，保

育学校から小学校の児童を対象とする2～11歳の発達

と学習を学び，初等学校教員免許取得には保育学校・

小学校両方における教育実習に加え，IUFMにおける

修士号取得が要件となったxiii。

　幼児に関して，1989年のジョスパン法による最も

大きな変化は，保育学校（ l’école maternelle）と小

学校（ l’école élémentaire）の教育課程を連結させ，
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保育学校の年長クラス（Grande section）と小学校の1・

2年を同一サイクルとしてまとめた点である。教科で

分けられた小学校の教育内容とは異なり，保育学校で

は，幼児期の総合的発達を考慮した横断的な領域と活

動が展開されてきたが，小学校へと続く教育課程に組

み込まれたことで，小学校への準備教育機関としての

意味合いを強く持つようになった。この頃より学力の

国際比較が取り沙汰され，学業習得に懸念を抱いた政

府は，幼児期の独自性よりも小学校課程との連携を強

化し，将来の学業の成功を期して，言語教育にきわめ

て大きな比重を置くようになった。

　ジョスパン法以来前政権から続く教育課程を踏襲し

たサルコジ政権（2007～2012）では，保育学校への

理解が乏しく，2008年 7 月の上院予算委員会でダル

コス国民教育相は，保育学校予算削減のため「bac+5

（バカロレア後 5 年の高等教育：日本の修士修了相当）

の者に，子どもの昼寝をさせおしめを替えさせるのは

いかがなものか」という発言をし，保育学校教職員の

職務内容（教育とクラスの統括は教員免許を有する教

員（国家公務員）が担当，給食補助や午睡・排泄など

の養護的部分はATSEM（Agent Territorial spécialisé 

des écoles maternelles：自治体雇用の保育学校補助

職員）が担い，両者が連携・協力して保育学校を運営

している。）について国民教育大臣が理解していない

ことが露呈され，大きな非難を巻き起こしたxiv。こ

うした政権の姿勢から，初等教育（保育学校・小学

校）の学級統廃合や保育学校教員の削減がこの時期推

し進められた。教育優先地域政策においては，社会的

困難家庭の子どもたちを 2 歳から保育学校に通わせる

「早期就学」が，将来の学業の躓きを予防する目的で

1990年代から行われてきたが， 2 歳児の「学校」生

活への適応，将来の学業に寄与する実効性が問題視さ

れ，特にこの政策の保育学校2歳児対応に関連する支

出については論争が繰り広げられてきたxv。

　教育予算緊縮による少人数クラスおよび初等教育教

員の削減は，国民に教育に対する大いなる不安をもた

らしたため，2012年 5 月の大統領選で勝利したオラ

ンド政権は，前政権下で疲弊した教育を立て直すた

め，真っ先に教育改革に着手した。保育学校に関わっ

て特筆されるのは，前政権で行ってきた経済効率最優

先の教職員削減に決別し，初等教育を最重要視した少

人数クラス編成のために教職員を大幅増員配備しただ

けでなく，保育学校の果たすべき役割を再定義，保育

学校の 3 年間を単一の課程とした点，および 2 歳児の

受け入れを推進する点である。

　1989年のジョスパン法以来，保育学校の年長クラス

は小学校の前段階として扱われてきたが，2013年に

再び保育学校 3 年間（幼児期）の集大成として認め

られ，保育学校が成立した当時同様，幼児期の発達欲

求を尊重した 3 年間の単独課程に戻った（Loi n°2013-

595 du 8 jui l let 2013 d'orientation et de program-

mation pour la refondation de l'École de la République）xvi。

国際的な経済競争や学力比較，国家財政の調整弁と

いった観点に翻弄される保育学校政策ではなく，幼

児期の発達保障という基本に立ち戻ったといえる。

1989年から約四半世紀に及んだ， 5 歳児からの小学

校準備教育に始まる教育課程は，学力向上をもたら

さなかっただけでなく，教育の公平性において差を

広げる結果となったという認識から（Loi du 8 juil let 

2013, Annex），芸術や身体活動による感覚体験を通

じて幼児期に育てるべき人間形成の土台を培うため，

保育学校単独教育課程は現在も継続している。

　社会的不平等を教育に反映させないという方針のもと，

2019年から就学義務年齢が 3 歳に引き下げられxvii，

保育学校は義務教育となった。ただし，義務化に関わ

らず，1881年に法定化されて以来140年以上保育学校

が無償であることは変わらない。

　2022年現在，12,924の保育学校（公立保育学校

12,881校，私立保育学校43校）に2,314,900人の幼児

が通っているxviii。 

（２）AGEEM

　1921年7月に保育学校教員は小学校教員と同等の

権利を有することが政令で定められると，同年11

月，公立保育学校教員は結束しAGIEM（Association 

Générale des Institutrices des Écoles Maternelles et 

classes enfantines publiques de France et des colo-

n i e s） (現在はAGEEM （Assoc i a t i on  Géné ra l e  de s  

Enseignants des Écoles et classes Maternelles pub-

liques：全国公立保育学校（級）教員協会)が設立され

たxix。AGEEMは100年を超える歴史の中で，保育学

校や幼児期の発達に対する社会的理解のために，独自

の活動を展開してきた。

　保育学校法定化以来長く単独であった保育学校課程

であったが，1989年の「ジョスパン法」により保育
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学校の年長クラスは小学校1・2年と同じサイクルに

組み込まれた後，2000年代に入ると，グローバル化

する経済と世界的な潮流の中で保育学校政策は揺れ動

いていった。経済優先のサルコジ政権は，保育学校に

対して理解も予算も少ない厳しい時代であった。しか

し，その試練の時期こそ，保育学校の独自性と存在意

義，AGEEMの存在意義を再確認する機会であったと

いえる。

　AGEEM（設立時はAGIEM）は，組合ではなく独自

で保育学校教育の質確保と向上のために，全国大会や

地方支部研修により研鑽を積んできた。幼児期の発達

に関する講演・シンポジウム・ワークショップ，先進

的な幼児教育実践に関する情報の入手と交換・交流，

活発な議論が展開されるなど，全国大会xxは実践知が

集まり共有される貴重な機会として機能していた。

　2000年にはジャック・ラング国民教育相（当時）

が第73回AGEEM全国大会（トゥール）に参加する他，

政府のAGEEMに対する理解は経済的支援（補助金）

としても当時あったが，サルコジ政権になり2008年

補助金は打ち切られた。また，情報機器が発達してく

ると，インターネットで情報を得られるため，若い世

代の会員数が減少傾向にあった。この頃，初等教育（保

育学校・小学校）教員養成課程において実習が削減さ

れるなど，幼児期および保育学校の実際に対する理解

が社会全体に浸透しにくい現実に直面し，保護者，政

府，社会全体に対し，幼児期と保育学校の重要性と正

しい理解を深める必要性があった。

　こうした状況に対し，AGEEMはまず保護者を中心

に社会全体へ理解を広げるため，様々なメディア（新

聞・ラジオ・テレビ・インターネット等）を積極的に

活用し，幼児期の重要性と保育学校の専門的意義を訴

えた。そして2008年には保育学校教育プログラム解

説書を独自に編纂し教育リソースや教材を開発して広

く頒布できるようにするなど，保育学校の存在を広く

知らしめるための努力を行った。自律的かつ自立的活

動として，子どもを取り巻く様々な団体（教員組合や

親連合等）との連携を深め，公教育の質向上のために

関係機関と協力していく姿勢はこの時期から強化され

たxxi。AGEEMは待つのではなく，財政の確立，関係

諸機関との多様な協力体制の構築，政府がその役割を

認めるに足る働きかけ（機関誌の発行，定期的な書簡

の送付等）を行う能動的な組織に変化したといえるxxii。

　2008年のプログラム改訂に際し，国民教育省が小

学校保護者対象解説書を作成したにもかかわらず，保

育学校保護者用解説書を“oubli”（忘れた）ことに対

し，危機感を持ったAGEEMは緊急に9・10月と協議

を重ね，AGEEM創立記念全国会議（2008年11月5日）

にて，幼児期の発達と保育学校生活および教育プログ

ラムについて解説した保護者用冊子（Guide à l’us-

age des parents)xxiiiを発表した（印刷物と合わせ当

時AGEEMサイトでも検索可能）。AGEEMが作成した

この保護者用解説書は，保育学校の意義とともに評価

され，ついに2009年2月には，ダルコス国民教育相（当

時）の序文が付記され国民教育省が相乗りする形で，

AGEEMと国民教育省のロゴが並列された保護者用解

説冊子が，全国に280万部配布された（当時は国民教

育省サイトでも検索可能）。年度が替わり政府は保育

学校保護者用解説冊子（2009－2010）を発行したが，

幼児期の発達を保障する保育学校の存在意義に対する

社会的理解を広める方策について，AGEEMが国民教

育省を先導した形になったといえるxxiv。

Ⅱ．保育学校プログラムにおける領域の変遷（1986

年保育学校指針～ 2008年保育学校教育プログラム）

　1986年から2021年の保育学校における領域の変遷

について，教育課程や教員養成，国内・世界情勢とと

もにまとめたものが表1であるxxv。

　1986年 保 育 学 校 指 針(Orientations pour l’école 

maternelle)で保育学校の目的は，①学校生活への適

応（学ぶ喜びを見い出す），②社会性の獲得（仲間と

協力する），③学習と訓練（自立性や能力を高め，知

識を豊かにする）とされている。保育学校における活

動領域がここで初めて定められたが，具体的な運用

および評価については教員の裁量に委ねられていた

(MEN　1991)xxvi。

　1989年の教育方針法（La  l o i  d ’o r i e n t a t i o n  s u r

l’éducation）とそれを受けた1990年7月6日付政令で

定められた新たな枠組みで，保育学校年長クラスは小

学校1・2年と同じサイクルに組み込まれたが，国民教

育省の解説書（L’enseignement primaire en France, 

1993）には，「保育学校ではあそびが重要な位置を占

める」とあり，保育活動において子どもの体験活動が

重視されていることがわかる。

　続く1995年プログラムでは，EUの成立などヨー
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ロッパ情勢の歴史的背景に伴い，多様性（多様な民

族，文化）の中で共に生きることが領域の筆頭にあげ

られ，公民教育の基礎を培おうとしていることがうか

がえる。

　1992年の政令で位置付けられたことに伴い，教員

はクラスの統括と教育活動に責任を持つと同時に，給

食・午睡・排泄など生活（養護的）部分においては

ATSEM（保育学校補助職員）が，幼児の援助を行う

ことが明記されたxxvii。

　1990年代後半から言語教育を重視する傾向にあっ

たが，2002年プログラム(MEN 2002)xxviiiではつい

に言語領域が「学習の中心としての言語(Le language 

au coeur des apprentissages)」として，保育学校の

最優先領域として位置付けられた。

　2008年プログラム（MEN 2008 ）xxixでは，言語領

域について2分野に分けて明記され，一層言語教育重

視の傾向が進んだ。言語領域の次に位置するのは，社

会性の涵養の領域であるが，「ともに生きる(Vivre 

ensemble)」から「生徒になる(Devenir éleves)」と，

学校生活への適応という意味合いが色濃く打ち出され

た。

Ⅲ．近年の保育学校教育プログラムの変遷（2015 ～

2021）

　オランド政権では，教育プログラム検討のため2013

年10月から教育課程高等評議会（Conseil Supérieur 

des Programmes: CSP）が設置され，イザベル・ラコ

フィエAGEEM会長（当時）が委員として入り，保育

学校教育プログラム検討を行った。評議会では，幼児

期の発達において身体活動と芸術活動および数学的思

考に重きが置かれたxxx。

　2015年プログラム（Programme d'enseignement de 

l'école maternelle ： Bulletin off iciel spécial n°2 du 26 

mars 2015）xxxiでは，保育学校は単独課程であること

表1　保育学校教育課程における領域の変遷（1986 ～ 2021）

・ https://www.education.gouv.fr/cid33/programmes-et-horaires-a-l-ecole-maternelle.html （国民教育省 ・ 保育学校に関する HP） から大庭が翻訳、 抜粋 ・ 編集 して作成
・ Ministère de l

,
Éducation Nationale,1993, L’enseignement primaire en France

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale,1995, Programmes de l’ école primaire. Bulletin Officiel hors-série nº5　　　　

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale, 2002, Horaires et programmes d'enseignement de l'école primaire, Bulletin Officiel hors-sérien nº1　

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale, 2008, Horaires et programmes d'enseignement de l'école primaire, Bulletin Officiel hors-série nº3

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale, 2015, Programme d'enseignement de l'école maternelle, Bulletin Officiel spécial Nº2

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale, 2020, Programme d'enseignement de l'école maternelle, Bulletin Officiel ｎ º31

・ Ministère de l
,
Éducation Nationale, 2021, Programme d'enseignement de l'école maternelle, Bulletin Officiel spécial nº25

保育学校プログラム(Programme:教育要領）制定（1995）以来、プログラムに領域が示される

1986年(4活動領域） 1995年(5領域） 2002年(5領域） 2008年(6領域） 2015年(5領域） 2020年(5領域） 2021年(5領域）

領域の
名称

身体身体活動活動 ともに生きる
 学習の中心として
の言語

言語を獲得する
あらゆる次元にお
いて言語を運用す
る

あらゆる次元にお
いて言語を運用す
る

あらゆる次元にお
いて言語を運用す
る

コミュニケーショ
ンと話す・書く表
現活動

言語を話し構築す
る、書き言葉の世
界に導入する

ともに生きる
 書き言葉を理解
する

身体活動を通じて身体活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、

理解する理解する

身体活動を通じて身体活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、

理解する理解する

身体活動を通じて身体活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、

理解する理解する

芸術的・美的活動
世界の中で行動す
る

身体身体を使ってを使って活動活動
しし表現表現するする

生徒になる
芸術活動を通じて芸術活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、
理解する理解する

芸術活動を通じて芸術活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、
理解する理解する

芸術活動を通じて芸術活動を通じて
行動し、行動し、表現表現し、し、
理解する理解する

 科学的・技術的
活動

世界を発見する 世界を発見する
身体身体を使ってを使って活動活動
しし表現表現するする

思考を構造化する
ための最初の道具
を構築する

思考を構造化する
ための最初の道具
を構築する

最初の数学的道具
を獲得する

想像する、感じる、
創造する

感受性、想像力、
創造性

世界を発見する 世界を探検する 世界を探検する 世界を探検する

感じ取る、感知す
る、想像する、創
造する

教育課程
(1989.9-2014.6)保育学校と小学校の連続した教育課程

基礎学習課程（保育学校年長児クラス＋小学校第1、第2学年）
2014.9 ～　保育学校単独課程保育学校単独課程

（最年少・年少・年中・年長児クラス）

教員養成
(1989-2013)IUFMIUFMによる初等教育（保育学校・小学校）教員養成
bac+5（修士修了相当）：初等教育（2～11歳対象）教員養成一元化初等教育（2～11歳対象）教員養成一元化

2013～ESPEによる初
等教育教員bac+5

2019 ～ INSPEによる初等教育教員（保
育学校・小学校）養成bac+5(修士号）

前文
幼児に適した学校、学びに特有の方法を組織している学校、幼児に適した学校、学びに特有の方法を組織している学校、

子どもたちが　ともに学び、ともに生活する学校子どもたちが　ともに学び、ともに生活する学校

政治 ミッテラン政権 シラク政権
教育予算緊縮教育予算緊縮

（サルコジ政権）
初等教育重視初等教育重視

（オランド政権）
義務教育開始年齢を3歳義務教育開始年齢を3歳に（2019.9 ～）

（マクロン政権）

社会 EUの成立 リーマン・ショック パリ同時多発テロ COVID-19の世界的流行
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（「すべての子どもが成功するための基礎となる唯一

の課程」）と明記された。基本方針として，１．幼児

に適応した学校，２．学びに特有の方法を組織してい

る学校，３．子どもたちがともに学び，ともに生活す

る学校と3点が挙げられている。

　「幼児に適した学校」とは，子どもたちとその保護

者を迎え入れる学校，子どもたちが経験する様々な移

行期に寄り添う学校，子どもの発達に配慮した学校，

肯定的評価を実践している学校として4項目が挙げら

れ，内容として，子どもと家族の多様性に配慮するこ

と，などが説明されている。

　「学びに特有の方法を組織している学校」では，遊

びを通して学ぶ，問題を考え解決することで学ぶ，実

践することで学ぶ，思い出したり覚えたりすることで

学ぶ，と遊びを通して学ぶ幼児期の発達過程を考慮す

るよう解説されている。

　「子どもたちがともに学び，ともに生活する学校」

では，学校の機能を理解する，集団の中で個としての

自分を形成する，と挙げられているが，個々の違いを

肯定的に捉える視点が全ての子どもの発達に寄与する

と述べられている。子どもに関わる大人の態度が，公

正や公平・平等を学ぶ状況をもたらすとしている。

　学びの領域については，「あらゆる次元において言

語を運用する」，「身体活動を通じて，行動し表現し

理解する」，「芸術活動を通じて，行動し表現し理解

する」，「思考を構造化するための最初の道具を構築

する」，「世界を探検する」の5領域から構成されてい

る。

　言語を使いこなす力が生活や学習の土台を築き，さ

らに発展的な学習へ進んでいくことができるとしてい

る。幼児期には話す・聞く・会話することから理解し

たり学んだり考えたりすることを重点的に行いなが

ら，適切な援助により読む・書くことへ徐々に発展す

ることが目指され，保育学校修了時に子どもに期待さ

れることとして，13もの項目が挙げられている。

　2015年プログラムの大きな特徴は，身体活動・芸

術活動といった幼児期における「身体を実際に使うこ

とで体験的に学び得る」ことが重要視されている点で

ある。幼児期における身体活動の重要性と体験的学び

の再評価は1986年指針以来であり，身体・感覚の発達・

情緒の発達，感性の発達，社会性の発達などの基礎を

培う領域とされている。保育学校修了時に期待される

ことは，身体活動領域で 6 項目，芸術活動領域で9項

目が挙げられている。

　次に重視されているのは，数学的思考である。数の

認識と運用に加え，形や大きさ・配列を理解すること

が挙げられ，保育学校修了時に期待されることは，数

を使う 4 項目，数を学ぶ 5 項目，形・大きさ・配列探

究で 5 項目と細分化されている。

　「世界を探検する」領域は，空間・時間認識および

自然や生き物と物質・物体の理解，道具の運用を育む

幅広い分野である。保育学校修了時に期待されること

として，空間・時間認識については 9 項目，その他の

分野では 8 項目が挙げられている。

　2015年プログラムで「義務教育ではないが就学期間」

と記述されていた部分が，2019年の義務教育年齢の引

き下げに伴い，2020年修正プログラム（Programmes 

d'ense ignement  Éco le  materne l l e  :  mod i f i ca t ion ：

Bul let in  o f f ic ie l  n°31 du 30 ju i l le t  2020）xxxiiでは，

「就学期間」という記述に修正された。その他，「世界

を探検する」領域において，「様々な場所を発見する」

（2015年）と記載されていた項目が「環境を発見する」

という表記に変わった。それに伴い，保育学校修了時

までに期待される項目に，「環境を尊重し，生物を保

護する責任ある態度を取り始める。」が増え9項目と

なった。2020年プログラムでは，2015年プログラム

から内容についての変更はほとんど見られなかった。

　2021年プログラム（Programme d'enseignement : mod-

ification ： Bulletin off iciel n°25 du 24 juin 2021）xxxiii

では，「信頼のおける学校のための法律」（LOI n°2019-

791 du 26 jui l let 2019 pour une école de la confi-

ance）により規定された3歳からの義務教育が明記さ

れた。「幼児に適した学校」については，「子どもた

ちとその保護者一人一人を互いに尊重し受け入れる学

校」部分の説明が増え，これまでにも指摘されていた

言語の重要性，遊びの役割，身体活動・芸術活動の重

要性に，より繊細な理解やフランス語のより豊かな使

い方を深めるために言語が重要であること，子どもが

環境の中で学び発見する自由遊びを含む遊びの役割に

ついて，詳細な説明が加えられている。「肯定的な評

価をする学校」部分では，学びのメカニズムと幼児期

の発達段階を詳細に理解していることが明確に求めら

れている。肯定的な評価は，時間の経過や様々な状況

での進歩を観察し解釈することによって行われ，教員
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は，子どもがグループ内で進歩し続けるように，一人

一人のニーズに合わせて提案された活動や課題を適応

させるようにする，と説明が詳しくなった。

　「学びに特有の方法を組織している学校」では，具

体的な問題を考えるよう示唆されている。

　2021年プログラムにおいて，多くの加筆がなされ

たのは，学びの 5 領域のうち「あらゆる次元において

言語を運用する」領域である。保育学校における言葉

による刺激の強度と質が，生徒が言葉を自分のものに

するために不可欠である，と述べ，フランス語の習得

は，教員や他の大人たちが話す言葉の豊かさや書き言

葉に徐々に慣れていくことの両方によって促される，

と指摘している。言語の二つの要素を同時に活用する

活動が保育学校課程全体を通じて対人，小グループ，

集団の中で行われる，と様々な場面で言語活動が展開

されることを明示した。特に，話し言葉の部分では，

語彙を増やす・構文の習得と発展・音韻認識能力の習

得と発達・言語多様性の促進，と項目ごとに詳細な説

明が加筆された。この領域に関して，保育学校修了時

に子どもに期待されることは21項目と細分化して大

幅に増加した。これは，保育学校の義務化に伴い，小

学校教育の基礎となる到達目標として細かく設定され

たものと考えられる。

　身体活動・芸術活動の領域では，これまでのプログ

ラムと内容的に大きな変更は見られないが，いずれ

も「どの活動場面も声に出して表現する機会となる」，

と言語表現を促進する記述が加筆された。保育学校生

活ではあらゆる場面を通じて，領域横断的に言語の発

達がもたらされると捉えている。

　学びの領域のうち，抜本的な見直しが行われたのは

「最初の数学的道具を獲得する」領域である。領域名

に数学を明記し，数字とその使い方に関して，保育学

校修了時に期待されることは16項目に細かく示され

た。形・大きさ・配列の探究についても7項目と増え，

この領域で期待されることは計23項目と，2020年プ

ログラムの10項目から大幅に増加した。小学校教育

の基礎となる部分として，この領域も保育学校義務化

の影響による大幅変更と細分化がなされたと考えられ

る。

　

Ⅳ．考察

　フランスの保育学校は，国内外の政治的・経済的情

勢に影響を受けながら，教育課程や教員養成，教育プ

ログラムも変遷をたどってきた。

　ミッテラン政権の保育学校政策はシラク政権におお

むね引き継がれたが，サルコジ政権では効率重視，教

育予算の削減の中幼児期と保育学校の重要性は政策に

反映されることはほぼなかった。保育学校からすると

「レジスタンス」期とも称されるこの時代，AGEEM自

身も体制を整えて保育学校の存在意義を保護者や社会

に対して様々な働きかけを行った結果，国民は教育を

最重要政策と掲げるオランド政権を選択した。初等教

育（保育学校・小学校）を最優先と考え組閣直後から

ペイヨン国民教育相は改革に着手した。1989年以来

の幼児期が分断された（ 5 歳児が 3 ・ 4 歳児と切り離

された）形の教育課程と決別し，幼児期の発達特性に

即した学びの基礎を培う保育学校の独自性が尊重され

3 ～ 5 歳の 3 年間は単独課程に戻された。続くマクロ

ン政権は2019年 9 月より義務教育開始年齢を 3 歳に

引き下げた。

　現行プログラムの基となっている2015年プログラ

ムから2020年プログラムでは，環境教育の明記とそ

の活動において「言葉を口に出して運用する」ことの

付記，到達目標の微増という，小規模の改訂であった。

　2021年プログラムでは不易の部分も多いが，具体

的記述が増し，名称が「最初の数学的道具を獲得す

る」と変更された領域もあった。また，各領域の活動

場面で「言葉を口に出す」ことが明記され，領域横断

的に言語発達を促そうとする他，保育学校修了時に期

待される項目と内容が細分化され，その数・内容が格

段に増加した領域が，言語と数学的思考に関する領域

であった。これは，保育学校義務化により，小学校教

育の教科につながる部分の学びをより確実なものする

意図があると考えられる。

　全体を概観すると，全ての 3 歳児が保育学校に通う

ことから，個別性に配慮し「子ども一人一人の」とい

う表現が教育プログラム各所に多用されている。と同

時に，前文にも領域の内容にも「多様性」の尊重が，

家庭・言語・環境などの文脈で指摘されている。また，

「子どもの権利の尊重」，「ライシテ（教育宗教分離）

の原則」，「市民性の尊重」，「すべての子どもは公正

に扱われる」，「平等」，「子ども自身の考え方の尊重」，

「ステレオタイプの克服」という語も見られ，保育学

校教員や子どもに関わる職員が有しておくべき基本
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的認識として挙げられているxxxiv。どの領域において

も「子どもの権利」としての多様性を認め，発達段階

に応じて多様性への理解を子どもの中に育もうとする

記述がみられた。教育プログラムを通底する理念とし

て，子どもの権利および多様性の尊重が存在し，教育

プログラムが現代的課題とフランス社会が抱える今日

的問題への対策としての機能も有していると考えられ

る。

Ⅴ．おわりに

　AGEEMは，3歳からの義務教育化について，学力お

よび社会的能力を培い不平等の是正に向かうものであ

ると明言する一方，保育学校が子どもにとって最初の

学校であり特に3歳児の適応について，個々の発達欲

求とリズムを尊重し家庭の個別性に配慮した柔軟な対

応が必要であることを指摘しているxxxv。

　また，2021年2月には，研究者，ATSEM（保育学校

補助職員），保護者，教職員組合等子どもに関わる他

の17団体と共同声明を出し，小学校準備教育が低年

齢化する危険性に警鐘を鳴らしている。専門的見地か

ら幼児期の総合的な発達援助のためには，ATSEMの

配置増や特別支援ネットワーク（RASED）の綿密な

構築が急務だと訴えているxxxvi。子どもたちのために，

実質的に教育プログラムを機能させるためには，教育

と援助が一人一人の子どもに行き届く人的資源の配置

が欠かせないといえる。

　フランスではコロナ禍により，行動制限が生活各

部に及んだことから，子どもの「育つ権利」を保障

するために，子どもたちが自然の中で五感を駆使し

て体験的に学ぶ「屋外クラス」が再評価されている。

AGEEMは保育学校生活充実のため，実践に役立つ参

考資料を編纂しxxxvii，幼児期に育まれる身体的・精神

的・社会的発達のため情報提供し，教員・家庭をサポー

トしてきた。「屋外クラス」は，保育学校教育プログ

ラムの「世界を探検する」領域における環境教育部分

に寄与するだけでなく，国民教育省が推進する「持続

可能な開発のための教育（ESD）」の方向性とも合致

しておりxxxviii，今日的課題を克服するために，様々

な視点から幼児期の教育の方向性を検討する必要があ

る。

　幼児期の発達特性を尊重しながら，時代の変化に応

じて柔軟な変革を続けるフランス保育学校の動向を今

後も注視していきたい。

　

　本研究には，イザベル・ラコフィエAGEEM前会長，

マリーズ・クレチアン会長に加え，AGEEM全国事務

局，AGEEM科学委員会他，多数のAGEEM会員の方々

にご協力を賜りましたことを心より感謝申し上げま

す。

付記：本研究は科学研究費助成事業（基盤研究（C）「フ

ランスにおけるAGEEM(全国公立保育学校教員協会)

の歴史的動向と今日的役割」課題番号：18K02448）

の助成を受けて行った研究成果の一部である。

ⅰ 保育学校は，国民教育省が管轄する幼児教育機関であり，

ほぼ全ての3 ～ 5歳児が通っており，条件によっては2歳児

も通う。給食や延長・早朝保育もあり，実費負担だが保護

者の所得によって減免される。子どもの生理的リズムを尊

重して午睡が行われ，子どもたちはおおむね8時半から16

時半（帰校時間は自治体によって異なる），月～金曜（水曜

は午前のみの自治体が多い）の間，保育学校で生活してい

る。

大庭三枝(2016). 保育学校現場の視点から考える幼児期の

学び フランス教育学会紀要, 第28号, 19-28

ⅱ 藤井穂高（1997）フランス保育制度史研究－初等教育と

しての保育の論理構造－ 東信堂, pp.180-184

ⅲ AGEEM, Position de l’ AGEEM (juin 2019), 

L’obligation d’ins t r u c t i o n  s c o l a i r e  à  3  a n s  Q u e l s 

changements pour l’ école maternelle ?

h t t p s : / / a g e e m . o r g / w p - c o n t e n t / u p l o a d s / 2 0 2 1 / 0 2 /

posit ions-Instruct ion-obl igatoire-3-ans.pdf　(2023/9/7

最終閲覧)

ⅳ 大庭三枝(2014). フランスにおける子ども主体の「保育

学校（ l’école maternelle）」－小学校化する教育政策か

ら「独自性」への転換－， 安川悦子他編 子どもの養育の

社会化－パラダイム・チェンジのために－ 御茶の水書房, 

pp.111-147

ⅴ 前掲書 藤井（1997）pp.162-163

ⅵ ポーリーヌ・ケルゴマール（1838 ～ 1925）は視学官とし

て，遊びの重要性を強調し，子ども一人一人のニーズと興

味を尊重した新しい教育実践を確立した。

OMEP日本委員会翻訳委員会(2022). OMEP乳幼児期に関

する用語解説集, p.56
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ⅶ ケルゴマールは，身体感覚への刺激と遊びを重視し，「感

覚の教育は，自分であることを発達させる基礎である。」と

述べている。

G a l l o i s  J - B . ,  S t e l l a  L . ,  ( 2 0 1 7 ) .   A G E E M  e t  é c o l e 

Maternelle Histoires croisées, Nathan, pp.12-13

ⅷ Garn ier  P . , (2009)   Présco la l i sa t ion  ou  sco la l i sa t ion? 

L’evolut ion inst i tut ionne l le  et  curr icu la i re  de l’ éco le 

maternelle,

Revue Français de Pédagogie Nº169 5-15

ⅸ Ministère de l’ Éducation Nationale (1993). 

L’enseignement primaire en France

ⅹ 上掲 MEN(1993)

ⅺ Loi d’ orientation sur l’ éducation du 10 juil let 1989

h t t p s : / / w w w . l e g i f r a n c e . g o u v . f r / j o r f / i d / J O R F T E X T

000000509314 （2023/9/24最終閲覧）

ⅻ Ministère de l’ Éducation Nationale(1991). Les cycles à 

l’école primaire  HACHETTE

xiii IUFM（1990～2013）はESPE（Éco les supér ieures du 

professorat et de l'éducation：高等教員養成機関,　2013～

2019）からINSPE（Institut national supérieur du professorat

et de l'éducation：国立高等教員養成機関, 2019 ～現在）

と名称が変わりながらも，初等教育教員の養成システムの

基本（保育学校と小学校における教育実習，修士号取得が

要件（2010以降））については変わっていない。

Loi d'orientation sur l'éducation (n°89-486 du 10 juil let 

1989 ‎)

Décret n°2009-913 du 28 juil let 2009
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République

Loi  n°2019-791 du 26 juil let 2019 pour une école de la 

confiance

xiv ダルコス発言に対する抗議の署名は，25万筆を超えて寄
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xv 前掲　Garnier P.,(2009)
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A Study on the Evolution of Education Programs in “École Maternelle”A Study on the Evolution of Education Programs in “École Maternelle”
 (Nursery School) in France  (Nursery School) in France 

OBA Mie (1)

    This article comparatively analyses the French nursery school (l'école maternelle) education programs through its 

historical and social background and clarifies the trends in early childhood education in the context of its evolution and 

formulation. Although the education programs have been transformed under the influence of national and international 

circumstances, with the efforts of the AGEEM (l’Association Générale des Enseignants des Écoles et classes Maternelles 

publiques), the three years of early childhood were returned from divided courses to a single course that respects 

early childhood development and the role of the nursery school. The 2015 program emphasized physical and artistic 

activities through play. Following the legalization of the age for compulsory education to start at 3 years in 2019, the 

2021 program increased both the number and content of attainment targets in the areas of language and mathematical 

thinking. From the perspective of respecting the children's rights, the consideration for individuality and diversity is 

pointed out throughout the education program. 

Keywords : École maternelle (nursery school) in France，education program，ＡＧＥＥＭ，children's rights

（1）Department of Childhood Education, Faculty of Education, Fukuyama City University
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